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環境会計における国際的視点
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（関西学院大学）

Ｉ． 環 境 会計 の国 際 化

最近、「国際的調和」 の視点か ら会 計基 準を論 じる方向が注目 を集めてい る。 と ころ が こ

れまで、「環境」 にかかわる会計問題 は 「国際的調和」 をめ ぐる議論 の動 向 から取 り残 さ れ

てきた感が強い。

もっとも、 徐々にで はある が、 このところ現境会計 が 「国際的調和」 の議論の土俵に 上が

りっっあることも事実である。 このことを世界会計 基準 設定 者会議での議論の動向との かか

わりでみてみよう。 たとえ ぱ、１９９２年１０月 にアメリカの ＦＡＳＢ （財務会計基準審議会） が主

催した会議で、 各国で検討さ れている会計間題が紹介さ れた が、 その中で現境会計に関心 が

もたれていると指摘 したの はカナ ダと ドイ ツだけであった一〕。 当然、 環境会計 がこ の会 議 で

論じられることもなかった。 翌１９９３年１１月 にイ ギリ スの ＡＳＢ （会計 基準 審議 会） とＩＡＳＣ

（国際会計基準委員会） によ って開催された会議 では、「将来事象 の会計処理」 が主要テーマ

として論じられた。 この会議で環境会計 が中心テーマと して取り 上げられたわけではないが、

環境負債が将来 事象の一部を構成する ものであったことか ら、 環 境会計 が１年前に比べると

やや重要 度を増したことがわかる。１９９４年 のこの会議のテーマ は未定 であ るが、「環境負債」

が主要 テーマ の候楠の一っに挙 げられて いるといわれ 孔

こ のよ うに、「国際的調和」 の視点から現境会計 の悶 題を論じること はま だ緒 にっ いた ぱ

かり であ るが、 この数年童要性を増 してい る。 もちろん、 いくっかの文書 では、 これま でに

も国 際的 視点 に立っ て現境会計の間題が論 じられてきた。 本稿で は、 現境会計 の基 準および

開示実務に関連 して国 際的視点か ら論 じた着干 の文献をとりあ げ、 その内容を簡潔 に紹 介し

ようとするものである。（なお、 本稿 で紹 介する事例は簡潔な ものに限定 し、 紙 数を要 す る

事例 は割愛すること をあ らかじめお断り して おきたい。）

皿． 環境対策に関する各国の会計基準

１１〕 国連の１９９０年報告 害

国遵の多国籍企業委 員会 に よる 『国際 会 計報 告問 題 ：１９９０年 レ ヴユ ー』 （Ｉｎｔｅｍａｔｉ㎝ａ１

Ａ㏄ｏ㎜ｔｉ㎎ ａｎｄ Ｒｅｐｏｒｔｉ㎎ Ｉｓｓｕｅｓ：１９９０ Ｒｅｖｉｅｗ）に は、 「環 境 対 策 に 関 す る 情 報 開 示」 の 報

告 が 含 ま れ て い る２〕。 こ の 中 に、 国 際 会 計 基 準 の 他、
ブ ラ ジ ル、 カ ナ ダ、 ド イ ツ、 イ ン ド、

オ ラ ン ダ、 ノ ル ウ ェ ー、 ス ウ ェ ー デ ン、 ス イ ス、 イ ギ リ ス、 ア メ リ カ の１Ｏカ 国 に お け る 現 境

対策に関する会計基準の調査結果が掲載されている ㌔
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こ の う ち 、 国 際 会 計 基 準、 ア メ リ
カ、 カ ナ ダ、 イ ギ リ ス、 ド イ ツ・ オ ラ ン

ダ・ イ ン ド の 基

準 を国連 のこの報告書を基礎と してまと めたものが、 本号所収 の谷口智香稿
「環境コス トの

会計処 理と開示をめぐる論点」 の図表３に 掲載されて いるので
’〕
、 ここで は重複

をさ け、 ブ

ラ ジ ル、 ノ ル ウ ェ
ー、 ス ウ ェ ー デ ン、 ス イ ス の ４

か 国 に っ い て 記 述 さ れ て い る と こ ろ を 紹 介

す る。

な お、 本稿における記
述は会計処理 と開 示に関連す る基準に限定 し、 国遵の報告書 に含ま

れている税法上の取扱いに関する部分 は除くこととす る。

①ブラ ジル

企業は、 負債が実効のあるリスクま たは債
務と なる場合に負債と して記録す ることを要求

さ れる。 企業が現境対策 の結果と して資
産を取得 した場合、

’
その資産 は資産 計上される。 将

来の負債は、 負債の要件 を満 たす 場合に
のみ記録 される。 潜在的な負債 は、

その負債がまだ

発生してお らず留保利益 があ る場合に、 偶発事象 に対する引当金と して株主持分
の部に計上

さ れ る こ と が あ る。

ブラ ジルの証 券取引 委員会は、 取締役会報 告書で現境保議の た
めの投資について記述する

ことを勧告 しているが、 それ以上の詳細な記 述は求
め ていな い。 それ以外には、 現境対策の

開示にっ いて特に明確な要求はなされて いな い。 負債 が生じると予期される場合、 ま たは環

境問題 を解決できないために企業の存続 に影 響がある場合 には、 開示が必腰 となる。

② ノ ル ウ ェ ー

財務諸表に関する要件を設定する 場合 は、 会社法 のセク ショ ン１１－１
２．６および会計 法の２１

Ａ．３が適用される。１９８９年に会
社法が改正さ れ、 排出・汚染に関

す る情報、 およ び環 境浄 化

のために計画または実施された現境 対策 に関する詳細 な情報を、 取締役会報 告書に含
めるよ

う要求されることとなった。 あ る程度の確実性
を もって負債を測定する ことができる場合、

企業は当該負債を記録 しな けれぱならない。 そ れは発生 したときに 費用 とさ れる。 設備
を設

置する場合 は、 資産と して計上し、 構却するこ
とが適切であ 孔

偶発負債に関する開示 は要求 されている。 そ の情報 は数量的 と定 性的の両方
が望ま しい。

③ ス ウ ェ ー デ ン

勅許会計士協会 が、 偶発事象の記
録にっ いての一般的勧 告を設けている。 企業は、 将来の

対策費用が認識された時点で負債を記録することを求められる。 財務上重大な影響を及ぼす

環境対策 につ いては、 取締役会報告書ま たは財務
諸表 注記 に開示することとされて いる。 財

務上の影響が重犬で合理的に測定可能である場合には、 定性的と数量的の双方を開示しなけ

れ ぱ な ら な い。

④スイ ス

スイ スで一般に認め られた会計実 務は、 きわ
め て保守的な会計を容認 し、 奨励している。

その結果、 予期さ
れるす べての負債を記録 しな けれぱな らない。 そ して、 環境対策に関する
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いかなるコス トも直ち に費用 計上 しなけれ ぱな らな い。 環境対策にっ いて の開 示は、 明確に

は要求されていない。

このように、 国連の１９９０年 報告書によれ
ぱ
、 調査対象 国では、（本稿 で 記述 を省 略 した 国

を含めて） 環境対策に関連す る特別な会計基準 は設け られていないといえる。 現在のところ、

環境会計にとって重要な意義 をもっ ものは、 支出の資産計 上・費用計上の処理 およ び偶 発事

象の処理をめ ぐる基準である といえよ う。

ω ヨーロッパ会計±連盟の１９９３年報 告害

ヨーロッパ会計士連盟 （ＦＥＥ） は・１
９９３年に 『現境会計と 監査：現在の活動と展開にっ い

て の 調 査』 （Ｅｎｖｉｒｏｎ ｍｅｎｔａ１ Ａ ㏄ ｏｕ皿ｔｉｎｇ ａｎｄ
Ａｕｄｉｔｉｎｇ ：Ｓｕｒｖｅｙ ｏｆ Ｃｕｒｒ㎝ｔ Ａｃｔｉｖｉｔｉｅｓ ａｎｄ

Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔｓ）を 公 表 し た５〕。 こ の 報 告 書 に は、 ＥＣ （欧 州 共 同 体） お よ ぴ ＥＦＴＡ （ 欧 州 自 由

貿易連合） 加盟各国の１９９３年３月１５日時点での環境関連事項に関する調査結果が含まれてい

る。 このうち 「環境会計分野にお ける 基準 設定」 の調査結果 を論じた部分には、 ７か国 にお

ける現境会計関連の現行規則や進展状況 が論じられている６〕。 以下、 その要 旨を記 述する。

①ベルギー

現 境会 計に関する特別な規定は存在 しな いが、 環境支出にっ いては、 次のように無形固定

資産、 有形 固定資産、 引当金に関する一般 規定が適用 される。 す なわ ち、 現境に望ま しい影

響を与える研究開発費は・ 無形固定資産として資産計上され 孔 企業の安定性・ 安全性や効

率性 の改 善に資する環境・汚染防止投資コス ト・ および現在ある いは将来の現境汚染の低減

ある いは減少 に貢献するコストは、 有形圃 定資 産として資産計上さ れる。 浄化設備の維持、

用地 浄化コス ト等のように将来規則的に必要 となるコスト、 およ び現 境規制の改訂に対応す

ることに よっ て発生するコストにっいて は、 引 当金が設定される。 汚 染防止投資のうち資産

化するこ とが適切 でない開発費は、 発生 した期 間に費用 計上され る。 汚染 防止等のために課

される税金 は費用 計上される。

② デンマーク

会計基準委 員会 は現 在、 年次報告書に関する 会計 基準を開発 している ところである。 将来

の基準に関す る最初の公開 草案 （１９９２年１２月） には・ 環境間題の記述 を含 む開 示要求が含ま

れており、 環 境改 善投資の情報や現境規制、 企 業の環境 政策を含 むべき であるとされている。

③ ドイツ

ドイッにお ける現境 会計の議論は、 主に会計 の文献 に掲載された研究論文 によって扱われ

ており、 国や地方 の研 究機関や大学が研究を行って いる。 例えぱ、 遵邦環境局 は、 包装資材

に関する環境 貸借 対照 表 （エコ ビランツ） を作 成す るた めの ガイ ドライ ンの研究を依頼 して

いる。 ベ ルリ ンの経済 現境調査協会は、 アウ グス ブルグ大学と共同で、 企 業活動の環境への
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影 響を企業が処理できる よう な評価フ レームワークを開発 した・

環境 貸借対照表を公表する ために、 多く の ドイッ企業が環境 統制 システ
ムの設定 に着手し

て い る。

企業の環境貸借対照表と財務諸表を直接結び付ける必腰 はない。 現境貸借対照表は、 通常

独立 して公表される。

④オ ラ ンダ

現在、 オラ ンダ年次報 告
協 議会では環境会計に関す る特 別な 規則の進展はみ られない。 し

か し、 ＮＩＶＲＡ （オ ラ ン
ダ 登 録 会 計 士 協 会） が 参 加 す る リ ン パ ー グ ・ イ ン ス テ ィ テ ユ ー ト は、

環 境問題、 およ ぴ環境間題
と監査人との関係の研究を実施した。 リジパーグ・イ ンスティテユー

トの研究班と財務報告基準委員会との討議の結果、 引当金等を含む現境問題にヨリ明確な認

識 が与えられる ぺきであるとされ、 既存の勧告 が明確 化さ れること
となった。

⑤イ ギリス

イ ギリス の会 計基準設定団体である ＡＳＢ は、 現在、 環境に関
する会 計 基準 の 検討 を行 っ

ていな い。 ＡＳＢ は１９９２年４月 に 「営業活 動および財務活動の 概要
」 に関 する 討 議資 料を 公

表 した。「営業活動およ び財務 活動の概要」 はアメリ
カに おける 「経営者 の討 議 と分 析 （Ｍ

Ｄ＆Ａ）」 に相当する記述情 報で、 その目的は、
企業 の取 締役 に 財務 諸表 内 の重 要な 要素 を

検討 し説明す る機会を提供 し、 利用者
が事業 活動とその環境をよりよく 理解 することを可能

にさせ るこ とである。 そこでなされ ている勧告は、 企業による現境支出 の開 示を促進さ
せる

と思わ れる。 それは、 勧告の中で、 支 出と同時に費用計上され、 将来期 問に便益
をもた らす

ような 支出の開示が奨励されて いる からである。 環境支出の中に はこの分類に入る
ものがあ

る。 討 議資料には、
主たる営業 活動 のリスクや不確実性を論 じるこ とを奨励する提案 が含ま

れ ており、 特に環境保譲費用や発生 の可能性のある負債への言及
がなさ れている。

⑥ オ ー ス ト リ ア

オ ーストリアの基準設定団体 は、 未
だ環境分野での活動 は行っ ていない。 独立 した調査機

関 である経済現境調査協会 が１９９０年に創設された。 協会 は、 企 業が財務諸表に利用権 の資産

計上、 環境税や環境再開発費用の負債計上、 損益計算書における環境費用の独立開示、 取締

役報告書における現境 問題 の記 述、 現境保議、
改善事業へ の投 資や現境問題に関する 統計 に

っ いての財務諸表注記 における報告、 といった項目
を開示す るよう勧告 している。

独立して作成さ れる 現境報告書で、 より詳細
な 情報 を提供す ることができる。 このような

報告書は、 通常、 環境 に対する企業の理念、 製造過程 の環
境に対する影響・ 環境 に優しい製

晶の範囲や市場 シェア 等に関しても報告する。 経 済現境調
査機関は、 これらの報 告書の作成

方法に関連 してか なり の研究を行っている。

⑦スイ ス

スイ スの会計基 準設定団体は、 現在、 現境会計を扱う勧告に関 して どの様な 行動を
とるべ
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きかの議論 を行 ってい 孔 スイ ス企業は伝統的に ドイ ツの企業と並んで、 環 境会計情報開示

の分野での先駆的存在 であっ た。 従って、 スイスに は、 環境会計に関 してかなり の量の情報

や 実務的経験がある。

こう した調査結果をもとに、 ＦＥＥ報 告書は環境をめ ぐる基準設定 にっ いて、 次のようにま

とめて いる７〕。 すなわち、 現在、 現境会計問題に関する基準 設定１こ係わっている 会 計基 準設
，

定団体 は存在 しない。 しかし、 いくっかの独立 した研究機関か ら、 金額単位 ではなく 物量単

位の環境報告に関す るガイ ドライ ンが発表され ている。 ベルギー、 デンマーク、 ドイ ツのよ

う な国では、 環境問題 を研究 するために、 職業団体 によ って作業委員会が設立さ れている。

企業が環境情報を財務諸表で提供するという傾向はますます強まってきているが、 開示され

る べき情報の種類や範囲に関する 合意 は存在しない。 環境負債 に関しても、 会計・報告 の現

行 フレームワーク内では、 これ らの負 債は他の負債と同様に認識さ れるのであり、 他の負債

と異な る特別の環境負債の処理はない。 お そらく 童要な問題 は、 現境負債とはどのような も

のであ るかを検討することである。 これ は、 財務諸表が、 企業の環境 への影 響をどの程度反

映すべきか という間題である。

皿． 環 境 対策 に関 する 各 国の 開示 実雅

１１〕 ヨーロッパ会計 ±連 盟の１９９３年報告害

さ きに紹介 した ＦＥＥの報告書 には、 下記の各国について、 企 業によ る環 境関 連 情報 の開

示 状 況 に み ら れ る 一 般 的 特 徴 が 記 述 さ れ て い る８〕。 な お、 ペ ル ギ ー、 ギ リ シ ャ、 ア イ ル ラ ン

ド、 ル ク セ ン ブ ル グ、
ポ ル ト ガ ル、 ス ペ イ ン、 ア イ ス ラ ン ド、 ス ウ ェ ー デ ン の 企 業 で は こ う

した開示 は見られないと して、 記述がなさ れて いない。

① デンマーク

年次報 告書 で現境問題に言及している企業もある。 企業が記述 している事項 としては、 例

えぱ・ エネ ルギー 資源 や原 材料の費消、 または環境 を考 慮して行われた投資な どがあ 孔

② フ ラ ン ス

環境会計に関 して報告 している企業はきわめて稀であるが、 報 告している場合 は取締 役会

報告書で記述的に開示されてい る。

③ ドイ ツ

ドイ ツでは、 他の ＥＣ諸国よりも現境問題 への関心が高く、 議論が盛んである。 企業によっ

て は、 環境貸借対照表を財務諸表に含め ている場合もある。 これ は、 企業 によって利用され

た資源につ いての情報や説明、 およ び利用さ れた資源の効率性指標を も提供す る。 環境貸借

対照表を公表するもう一っの理由は、 環境間題にかかわる姿勢を示すという経営者の意図に

あ る。
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環境報告書は通常、 量的側面 （投入／産出分析およ
び図表） と質的側面 （現境統制システ

ムおよび各分野で実施された活動の記述） の両者を含む。 環境報告書の中には、 現境間題に

関する質的側面のみを含 むものもある。 こ れらの報 告書 は、 財務諸
表と同様の量があり、

３５

ぺ一ジを越える場合 もあ る。

④イ タリア

ここ数年、 大企業 の多 く
が、 現境 を含 む企業の外部関係

のさまざまな側面を論 じる 特別な

「社会」 報告書の形式で現境問題を報告している。

⑤オラ ンダ

年次現境報告書は次の３っの方法を採る。 第一は・ 独立した現境報告書を公表する方
法で

ある。 第二 は、 財務諸表上で 現
境事項を処理する方法である・ これ はさ らに・ 取締役会報

告

書 に現 境関遵の独立 した段落 を設ける場合と、 現境に関
遵する取引 や事 象 （引当金、 資産の

減価、 偶発負債の注記） を財務諸表上に記録する場合
がある。 第三は、 社会年次報告書で現

境 に関する独立 した段落 を設ける方法である。

オラ ンダの企業 は、 年次報告書に環境情報 を記 載
す ることの価値が増 していること に気付

いている。 さ らに、 約
３０の 企 業が 財務 諸 表と は別 の環 境 報告書 を公 表 して いる。 特 に・

ＢＳＯ／Ｏｒｉｇｉｎ社 の環境 報告書 は、 環 境破
壊を金額的に数量化 しよ うと 試み た もの であ り、

き わ め て 重 要 で あ る９〕。

⑥イ ギリス

イ ギリス では、 環境間題 につ いて論
じる企業が増加 して い 孔 こ れは現境問題が一般大衆

か ら 注 目 さ れ る よ う に な っ て き て い る 事 実 を 反 映 す る も の で あ る。 Ｃｏｍｐａｎｙ Ｒｅｐｏｒｔ
ｉ㎎ の

第２５号 （ｉ９９２年 ７ 月） に 掲 載 さ れ た ト ン キ ン （Ｄ．Ｊ・
Ｔｏｎｋｉｎ） の 調 査 に よ れ ぱ・ ６７０社 中１８

％が環境問題を扱って おり、 前年の１Ｏ％ から増加
した。 しかし、 環境間題に取り組

む企業 の

数の増加にもかかわ らず、 開示水準 への 関心は
さほど高く ない。

ＡＣＣＡ（認許会計士勅許協会） の環境報告表彰制度を通じて、 財務報告とは別に独立した

環境報告書を作 成する企業が益々増 えていることが確認されている。 こう した企業には、 英

国 航 空 、 ＩＣＩ、
ボ デ ィ シ ョ ッ プ ・ イ ン タ

ー ナ シ ョ ナ ル 、
ブ リ テ ィ ッ シ ュ ・ ガ ス 、

ブ リ テ ィ ッ

シ ュ ・ テ レ コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ズ の 各 社 が 含 ま れ て い る。

⑦ オ ー ス ト リ ア

取締役会報告書には、 環境目的でなされた設備投資や発生費用に関
する情報を含むことが

ある。 オ ース トリア
の 企業は、 現境貸借対照 表

を財務諸表の一部として、 あるい は独立 した

報告書と して作成 しはじめている。 また、 現在３０の企業が、 原材料フ回一の
投入 ／産出分析

に基づいた現境保議 計画を実施 して いる。 その報
告書が公表される場合もある が、 多く は企

業内部の統制 ・報 告目的に利用さ れている。

⑧ フ イ ン ラ ン ド
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企業は環境保護に関す る法規制に したがう。 ま た・ 工場からの影響 に関する一定の統計情

報を規制当局に提供 しな けれぱならない。 財務諸表 上、 環境 問題 は特 別
な 箇所あるい は取締

役会報告書の一部と して提供さ れ 孔 提供される情 報は・ 通常・ 定性 的情報である。

⑨ ノ ル ウ ェ ー

ノ ルウェーの株式会社法 は、 セ クショ ン１１－１２の最後のパ ラグラフ で、 次のように一定の

環境 情報を年次報告書で開示す ることを要求 している。「従業員１０人超の企 業 は、 年次 報告

書 に労働条件を記述 し、 この分野 で実施された対策 を概括する ものとする。 年次報告書では

また、 事業
が外部現境を汚染する かどうかを記述 し、 汚染の 防止 のた めに 実施されたまたは

計画 されている対策について榎括 するものとする。」

多く の場合、
’
環境改善ある いは汚染防止のために実施された投資コス トは、 税法上の理由

か ら資産 に計上されず、 費用
と して直接収益に賦課されている。

⑩スイス

スイ ス企業は、 環境問題に関す る情報を会計の見地か らかなり多く提供 している。 これは、

スイ スでは他の多くのヨーロッパ 企業よりも環境悶題に関する関心が高いことを示してい 孔

環境 問題 はしぱしぱ財務関係の記 事として開示され、 チ
バ・ ガイ ギー社の ように現境関連情

報の 分野で先駆者であると認識 しているスイ ス企業 もある。 チ
バ ・ガイ ギー社の場合、 年次

報告 書の」部を何年にもわたって 環境のためにあてている。 これ は現境保議 や製晶の安全性

に関す る支出や投資を示 して いる。

（２〕 英国勅許会計±協会の１９９２年報告警

ＩＣＡＥＷ （イ ングラ ンド・ウェ ールズ勅詳会計士協会） の環境 研究班 は、１９９２年に 『事業・

会 計 ・ 現 境 ： 政 策 と 研 究 課 題』 （Ｂｕｓｉｎｅｓｓ，
Ａ ㏄ｏ ｍｔａｎｃｙ ａｎｄ ｔｈｅ Ｅ ㎜ｉｒ㎝ ｍｅｎｔ： Ａ Ｐｏ１ｉｃｙ

ａｎｄ Ｒｅｓｅ肛ｃｈ Ａｇｅｎｄａ） を 公 表 し た
ｍ〕
。 そ の 第 ４ 章 「企 業 の 現 境 開 示 皿」 に は 、 企 業 に よ る

現境開示 の今後の方向を示唆する 事例 が示されている１１㌧

す なわち、 環境開示に関 してな された詰勧告を基礎と して行わ れている 優れた開示実務を

紹介 するために、１９９２年５月３１日 時点で入手可能な ヨーロッ
パ企業 の最近の年次報告書か ら

いくつ かの事例を引用 して紹介 しているのである。 この報告書そ のものは国際比較を目的と

する ものではないが、 本稿の視点 からみて興味深いので・ ここ で取り上 げるものである・

報告書では、 開示の方向として 「環境政策の報告書」、「現境業績の報告」 を掲げ、 後者は

こ れをさ らに、 非数量情報、 数量 的・技術的達成 データ、 財務情 報の ３つ に区分して紹介 し

ている。 ここではこのうち財 務情 報に限定 して紹介するが、 財務情報 につ いても、 ①環境支

出、 ②将来支出および偶発負債に対する引当金、 ③統合された環境財務諸表という３領域で

開示 例があげられている皿）。

①環境支出
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環境支出にっ いて の優れた由示例と して、 スイ スのチ
バ・ ガイ ギー社 （１９９０年１２月３１日）

によって提 出さ れた 年次報告書がある。

イ ギリス 企業 が現 境支出総額 を開 示す る のは 稀 であ る。 開 示 して いる 一例 と してＩＣＩ社

（１９９０年１２月３旧 ） の報告書 がある。 そこで は、「１９９０年の 安全、 健 康、 現境に関する支出総

額 は７億４ 千万 ポンドに達 した」 と述 べられている。ＩＣＩ社はさらに、 １９８８年 か ら１９９１年 ま

での４ 年間の現 境支出総額を資本的支 出と費用 とに区分 して、
１９９１年の 『現境目標に向けて

の前進』 という独立 した環境報告書 で開示 した。

これとは別の扱いが ジェイム ズ・ク ロッパー社 （１９９１年３月３０日） の年次報告書の 「環境

と社会」 というセク ショ ンに見 られる。 そこでは支出 総額は開示されなかったが、 環境コス

トの配 分が示されている。

より一般的な実務は・ 特定の環境投資支出の例を開示することである。 しかし・ ウェルシュ・

ウォーター社 （１９９０年３月３１） はさらに進んで次 のように開示 している。「資産 やイ ンフラ、

顧客へのサー ビス水準や現境 の質の改良に１億６ 千万ポ ンド以上を投資 し れ こ れは西暦２０

００年に完了する総額１９億 ポン ドの投資１０年計画の 一部である。」

同 様 に、 サ ウ ス ・ ウ ェ ス ト ・ ウ ォ ー タ ー 社 の１９９１年 ３ 月 ３１日 の 年 次 報 告 書 で、 総 額
１ 億 ２

千万ポ ンドの資本的支出 を、 水質源、 水処理、 排 水、 海洋の排水処理、 汚水
処理、 沈 澱物 処

分、 その他の事業・支援 活動として分析 して いる。

研究開発支出 は現境改 善のもう一つの重要な部 分であ 孔 例え ぱ、 シャンクス ・マック エ

ワ ンズ社 （１９９１年３月３０日） の場合は、 環境 統制、 埋立地の造 成、 埋立地発生ガスを処理燃

料や発電に利用する 計画等に関する研究開発 支出に１２８万ポ ンド以上を 費や した こと が記 さ

れ て い る。

②将来支出およぴ偶発負債に対する引当金

通常 の企業 が現境 浄化コストにつ いて引 当金を計上する ことは稀である。ＩＣＩ社 （１９９１隼

１２月３１日） はそ の例 外的企業である。ＩＣＩ社の報告書で は、
「適切 で合 理的 に予 測で きる 場

合 は、ＩＣＩ社はｌＥ１廃棄物処分地やその他 の用 地を浄化 し、 環 境保 議に関
遵 してま すま す厳 格

になりっっ ある法律に準拠するため に将来予期されるコス トを計上 している」 と して、 ２億

６千百 万ポン ドにのぼる負債を独立 項目として計上 している。

環境に関する偶発負債に言及 して いるきわめて稀な例 として、ＢＥＴ 社 （１９９１年 ３月３０日）

があるが、 これは単に偶発負債 につ いて 「現境保議コ ストは、 そのコスト
を合理的に確定 で

きるま では計上しない」 と述 べているにす ぎない。

将来の開示実務の発展方向 を示す ものと して、 シェ ル社 （１９９１年１２月３ｉ日） のアメリカ で

の営業活動に関遵する開示 があ る。

③統合された環境財務諸表

過去に、 特にアメ リカに おいて、 社会
が受 け取 る価値や効用が社会的便益 に等 しく、 社会
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に与える損害が 社会的コス トに等 しいとす る社会的な視点か ら企業 をみるモデルを開発する

と い う 試 み が な さ れ て き た。 こ の 点 で 特 に 注 目 さ れ る の は、 エ ス テ ス （Ｒ．Ｅｓｔｅｓ） の モ デ ル

であろう。

稀にではあるが・ ア プト社のように、 こう した 着想を企業の年次報告実務に取り入れる こ

と があ る。 最近の例と しては、 オ ラン ダの ＢＳＯ／Ｏｒｉｇｉｎ社が１９９１年の 年次 報告 書 に掲 載 し

た事例 があるＨ）。 そこでは、 そ の背 後の考え方、 環境 への 影響額の評価方法、 こ の 方法 の難

点な どが記述さ れた上で数値が掲 載さ れている。

ｗ． 国際環境会計の必要性

以上、 本稿では現境をめぐる会計基準と開示実務を国際的視点から論じた若千の文献を紹

介した。 その内容は、 な お各 国における現行基準 の記述や開示実務の紹介にとどまっており、

国際比較論として整理する段 階にも国際的調和を論 じる段階にもいたっていない。

実 際・ 現境 会計の領域で は、 基 準設 定やその実務への適用 そのものがなお未成熟であり、

開示 も財務諸 表本体以外でなされ ていることが多い。 さ らにいえぱ、 環境会計にっいては、

今日のところ基準 設定よりも研究 が先 行しており、 企業の開示実 務も会計基準にもとづくと

いうよりも各種の 勧告にもとづいている場合 が多い。

今後・ 現境会計 ・開 示にっいて各国でさま ざま に展開される であろう基 準の内容 を理解す

ることは益々 重要とな る。 ま た、 基準を設定す る場 合には、 ことが らの童要性 に鑑 み、 あら

かじめ国際的調和を念頭に おく ことが肝要である。 その意味で、 今日 「国際環境会計」 と い

う視 点で研究 を行い、 その 成果 を基準設定に結 びっ けていく ことが必要とされている。
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２） Ｕ ｎｉｔｅｄ Ｎ ａｔｉｏｎｓ Ｃｅｎｔｒｅ ｏｎ Ｔｒａｎｓｎａｔｉｏ ｎａ１ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎｓ，
Ｉｎｔｅ ｍ ａｔｉｏｎａ１ Ａｃｃｏｕｎｔｉｎｇ ａｎｄ

ＲｅｐｏｒｔｉｎｇＩｓｓｕｅｓ＝１９９０ Ｒｅｖｉｅｗ （Ｕｎｉｔｅｄ Ｎ ａｔｉｏｎｓ： Ｎｅｗ Ｙｏｒｋ，
１９９１）
，ｐｐ．
１４１－１６３．

こ の 報 告

書 に っ い て はま た、 北 村 敬 子 「国 連 に お ける 環 境 保 議 会 計」 ｒＪＩＣＰＡ ジ ャ ーナ ル』 第４５２号 （１９９３年
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９） ＢＳＯ／Ｏｒｉｇｉｎ 社 の 環 境 情 報 （１９９０年） に っ い て は、 上 婁 義 直 「オ ラ ン
ダ ＢＳＯ 社 の 環 境 計 算 書」

ｒ社 会 関 連 会 計 研 究』 第 ５ 号 （１９９３年 ９月）、 ｐｐ．２９－３８を 参 照。
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１１） Ｉｂｉｄ．，ｐｐ．
３７＿６６．

１２） ＩＣＡＥＷ 報 告 書 で は４ っ の 領域 に 区 分 さ れ て い る が、 う ち 「将 来 の 収 益 性 へ の 影 響」 に 関 す る 事

項 に つ い て は 開 示 例 が紹 介 さ れ て い な い の で、 こ こ で は ３ 領 域 と し て い 乱

１３） こ こ に 掲 載 さ れて い るの は、 ＢＳＯ／Ｏｒｉｇｉｎ 社 の１９９１
年 の 環 境 情 報 で あ る が、 同 社 の１９９０年 の も の

が、 前 掲 注 ９ の 上 妻 義 直 氏 の 論 文 で 紹 介 さ
れて い る の で 参 照 さ れ た い。


